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最終更新日：2025 年４月１日 

 

代表取締役社長 社長執行役員 朝日 智司 

問合せ先：総合企画部 06-6209-4500（代表） 

https://www.nissay.co.jp/ 

 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社は、当社の定める経営基本理念に則り、生命保険会社としてお客様に対する長期にわたる保障

責任を全うし続けるため、経営の適正性の確保および透明性の向上に資するコーポレートガバナン

ス体制を構築するとともに、その継続的な発展に努めます。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

当社は、相互会社であるため、コーポレートガバナンス・コードの適用対象ではありませんが、上

記の基本的な考え方に基づき、相互会社に該当しないと考えられるものを除く全てを実施していま

す。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 

原則１－４．政策保有株式 

・当社は、純投資のほか、業務提携等による当社グループの成長機会の拡大および収益力の強化等

を企図し、自己資本を活用した政策保有株式への投資を行います。 

・政策保有株式については、取締役会にて個別銘柄の保有目的の適切性および業務提携等の効果を

含めた総合収益をリスク量等を踏まえて具体的に精査し、保有の適否を検証しています。この検

証の結果、保有の適切性・合理性が認められない場合には売却を含めた対応を行います。 

・政策保有株式に係る議決権の行使については、「政策保有株式議決権行使精査要領」に基づき、

保有目的への適合性および純投資として保有する株式に係る社内基準である「議決権行使精査要

領」に定められた精査基準への抵触有無を踏まえ個別議案の精査を行い、判断します。 

（議決権行使精査要領） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/otsutaeshitai/shisan_unyou/ssc/ 

・2024 年３月末基準の検証結果は以下のとおりです。 

－保有目的については、業務提携等による当社グループの成長機会の拡大および収益力の強化を

目的として保有しており、全ての銘柄について適切性を確認しました。保有に伴う便益につい

ては、短期および長期の収益性を社内で設定した基準と比較し、９割超の銘柄に関し当基準を

充足していることを確認しました。 

更新 

https://www.nissay.co.jp/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/otsutaeshitai/shisan_unyou/ssc/
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－保有に伴う便益の確認において基準を充足しなかった銘柄については、適切なタイミングでの

売却を検討します。 

 

原則１－７．関連当事者間の取引 

・当社は、取締役と当社の利益相反取引および取締役の競業取引については、法令および社内規程

に基づき、取締役会での承認および取締役会への報告を行っています。また、その他の役員と当

社の利益相反取引およびその他の役員の競業取引については、社内規程に基づき、取引前および

事後に報告を求めること等を通じて管理を行っています。 

・また、当社は、お客様の利益の保護に万全を尽くすため、お客様の利益を不当に害するおそれの

ある取引を適切に管理するための体制を整備しており、その方針を当社ホームページにて開示し

ています。 

https://www.nissay.co.jp/info/rieki.html 

 

原則２－４．女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保 

補充原則２－４① 

・当社は「ダイバーシティ推進方針」を策定しており、多様な人材の雇用・育成に努めるととも

に、多様性を尊重し一人ひとりがその意欲・能力を最大限に発揮できる組織風土づくりを進めて

います。 

・2024年４月時点で、当社の管理職における、女性、外国人または中途採用者に該当する職員の比

率は 28.8％です。当社は「女性活躍推進に関する行動計画」を策定し、女性の経営参画を推進し

ているほか、各事業領域の発展に資する多様な人材の活躍を推進する観点から、年齢・性別・国

籍といった枠組みに捉われない、能力重視での採用・登用を実施しており、今後も、管理職を含

む人材の多様性の確保に向けた様々な取組を推進してまいります。 

・職員の多様性確保に向けた人材育成・社内環境整備の方針・取組状況については、当社ホームペ

ージにて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/jugyoin/ 

 

原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮 

・当社は、企業年金について、人事企画部が、主計部・総合企画部との協議を定期的に実施し、運

用コンサルティングを委託している株式会社ニッセイ基礎研究所の専門的意見を踏まえ、客観的

指標に基づく資産運用方針の決定・見直し、運用委託先の選定・モニタリング、運用実績の確認

等を行うとともに、加入者・受給者等と当社との間に生じ得る利益相反を適切に管理すること

で、安定的な資産形成と年金財政の適正な運営を実現するための体制を構築しています（当社ホ

ールセール部門・資産運用部門等から分離した意思決定プロセスを整備）。また、当社は規約型

企業年金について、日本版スチュワードシップ・コードおよびアセットオーナー・プリンシプル

の受入を表明し、運用委託先に対するモニタリングや対話を実施する等、アセットオーナーとし

て期待される機能の発揮に努めています。 

https://www.nissay.co.jp/info/rieki.html
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/jugyoin/
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原則３－１．情報開示の充実 

（ⅰ）当社は、経営基本理念および中期経営計画等について、当社ホームページやディスクロージ

ャー資料にて開示しています。 

（経営基本理念） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/rinen/ 

（中期経営計画） 

https://www.nissay.co.jp/news/2023/pdf/20240321.pdf 

（ⅱ）当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針について、「コーポレ

ートガバナンス基本方針」を策定しており、当社ホームページにて開示しています。  

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

（ⅲ）当社は、取締役の報酬等を決定するに当たっての方針と手続について、「コーポレートガバ

ナンス基本方針」にて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

（ⅳ）当社は、取締役候補者を選定するに当たっての方針と手続および取締役の解任に当たっての

方針と手続について、「コーポレートガバナンス基本方針」にて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

（ⅴ）当社は、個々の取締役候補者の選定に関する説明について、総代会議案書にて開示していま

す。なお、総代会議案書は当社ホームページにも登載しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

 

補充原則３－１③ 

・当社は、国民生活の安定と向上に寄与することを経営基本理念に掲げる中、安心・安全で持続可

能な社会の実現への貢献を通じた企業価値向上を目指し、当社グループのあらゆる事業活動にお

いて、サステナビリティ経営を推進しています。 

・経営会議の諮問機関として「サステナビリティ委員会」を設置しており、サステナビリティ経営

に関する当社グループ取組方針、「サステナビリティ重要課題」への取組状況の確認、対外開示

に関する対応方針等について議論しています。 

・2023年５月に「人」「地域社会」「地球環境」の３つの領域を定め、サステナビリティ重要課題の

再整理を行いました。さらに 2024 年度からは、社会課題解決・企業成長の好循環を生み出すサ

ステナビリティ経営の高度化に向けた具体取組の推進と全社的な推進体制の構築を企図してサス

テナビリティ経営推進部を設置し、サステナビリティ取組を一層推進しています。 

・また、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）をはじめとする各種イニシアティブに署

名・賛同し、当社ホームページにてこれらに基づく開示を行っています。その他の具体的な活動

内容は、当社ホームページおよびディスクロージャー資料にて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/ 

 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/rinen/
https://www.nissay.co.jp/news/2023/pdf/20240321.pdf
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/
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原則４－１．取締役の役割・責務(1) 

補充原則４－１① 

・当社は、取締役および取締役会の任務について、「コーポレートガバナンス基本方針」にて開示

しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

 

原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質 

・当社は、「社外取締役の独立性判断基準」を策定しており、当社ホームページにて開示していま

す。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

 

原則４－11．取締役会の実効性確保のための前提条件 

補充原則４－11① 

・当社は、取締役会の構成に関する考え方について、取締役候補者を選定するに当たっての方針・

手続とあわせて、「コーポレートガバナンス基本方針」にて、取締役候補者が有する経験、見識

および視点等の組み合わせについて、総代会議案書にて、それぞれ開示しています。なお、「コ

ーポレートガバナンス基本方針」および総代会議案書は当社ホームページにも登載しています。 

（コーポレートガバナンス基本方針） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

（総代会議案書） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

 

補充原則４－11② 

・当社は、取締役の重要な兼職の状況について、事業報告書に記載しており、事業報告書は総代会

議案書に掲載して開示しています。なお、総代会議案書は当社ホームページにも登載していま

す。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
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補充原則４－11③ 

・当社は、「コーポレートガバナンス基本方針」に基づき、取締役会等（取締役会ならびに後述す

る指名・報酬諮問委員会および社外取締役会議）の実効性について分析・評価を行っています。 

＜2022 年度の実効性評価で認識した主な課題への対応状況＞ 

－2022 年度の実効性評価で認識した主な課題に対し、以下のとおり対応しています。 

認識した主な課題 主な対応状況 

・取締役会は、多様な経歴・見識を有する

取締役が選任され適切な規模・構成とな

っているが、女性取締役の選任をはじめ

とした一層の多様化が期待される。 

・指名・報酬諮問委員会での審議を経て、 

－2030 年までに女性取締役比率を 30%以

上とする旨を目標として設定 

－中期経営計画においてとりわけ重点的

に取り組むべき課題を踏まえ、取締役

会として備えるべき経験、見識および

視点等を再整理 

・経営計画の進捗状況に関する審議につい

て、外部環境の変化等の情報を踏まえ、

中長期的な視点での審議を深めていくこ

とが期待される。 

・取締役会資料において、市場・業界の動

向を含む外部環境の変化等、判断の根拠

となる情報の充実化を徹底 

・将来の決議に向けて闊達な議論を実施す

ることを企図した「協議事項」として、

中期経営計画に関する審議を複数回にわ

たり実施 

・社外取締役会議では、活発な議論がされ

ているが、さらなる活発化のための取組

が期待される。 

・社外取締役のみによるフリーディスカッ

ションを実施 

 

＜2023 年度の実効性評価手法および結果＞ 

－2023 年度の評価には当社として初めて第三者機関を活用し、2024 年３月～５月にかけて以

下の手法により評価を実施しました。 

① 全取締役を対象に、第三者機関による無記名方式のアンケートを実施 

✓ （１）取締役会の構成と運営、（２）経営戦略と事業戦略、 

（３）企業倫理とリスク管理、（４）経営陣の評価と報酬、 

（５）ステークホルダーとの関係性、の５つの軸で設問項目を設定 

✓ 各項目で５段階評価や自由記述による意見収集を実施 

② 全取締役を対象に、第三者機関による個別インタビューを実施 

－その結果、取締役会等における闊達な議論や、過去の実効性評価結果を勘案した取締役会等

の運営面での継続的な改善の状況等を踏まえ、取締役会等の実効性を肯定的に評価する意見

が多くみられ、当社としては、総括として、取締役会等は適切に運営され、果たすべき機能
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を実効的に発揮しているものと評価しています。 

－他方で、アンケートおよび個別インタビューを通じて得た各取締役の意見等を踏まえ、今

後、取締役会等の実効性のさらなる向上に向けて優先的に取り組むべき主な課題を次のとお

り特定しています。  

主な課題 
 

主な意見等 

取締役会等のサクセ

ッション・プランの

実効的運用 

・社内取締役の役割をより一層明確にし、これを踏まえた選任

の考え方を議論すべき。 

・社外取締役は専門性に長け、経験・知見に富んだ方々ばかり

であり、サクセッションが重要。バックグラウンドや年齢、

ジェンダーの面で偏りがある点は課題。 

取締役会の職責およ

び共有すべき価値の

明確化 

・経営環境が大きく変わろうとしている中、革新的な視点が必

要。時にはトップダウンによるスピード重視の果断な意思決

定が必要な場面もあり、それを支えることも社外取締役・取

締役会の役割である。 

・当社は契約者に対する長期の保障責任を負っている。重要な

経営判断においては、短期的な業績や収益を追うのではな

く、長期的な時間軸を忘れてはならない。 

取締役会等のアジェ

ンダ・セッティング

の高度化 

・縦割りでの議論や短期的な時間軸でのモニタリングに終わら

ないよう、グループ経営・全体最適・長期的な視点からの議

論を促すアジェンダ・セッティングやプレゼンテーションを

期待。マーケット環境や人口動態等の変動を注視し、必要に

応じて計画の補正も議論すべき。 

・重要テーマについては、より時間的制約のない場で議論すべ

き。 

－上記課題への対応を含め、今後も継続的に取締役会等の実効性向上を図ってまいります。 

 

原則４－14．取締役に対する支援 

補充原則４－14② 

・当社は、取締役に対する支援の方針について、「コーポレートガバナンス基本方針」にて開示し

ています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

 

原則５－１．社員との建設的な対話に関する方針 

・当社は、総代その他の社員との対話に関する方針について、「コーポレートガバナンス基本方

針」にて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
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・総代会、総代懇談会およびニッセイ懇話会の概要および開催状況は、当社ホームページにて開示

しています。 

 （総代会・総代懇談会） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

（ニッセイ懇話会） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/konwakai/ 

・総代会、総代懇談会およびニッセイ懇話会の運営は、企画総務部担当執行役員の指揮のもと、企

画総務部が関係各組織と連携のうえ行います。 

・ニッセイ懇話会でいただいた主なご意見・ご要望は、取締役会に報告しています。 

 

２．資本構成 

当社は相互会社であるため、当項目に該当する事項はありません。 

 

３．企業属性 

決算期 ３月 

業種 保険業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 1000 人以上 

直前事業年度における(連結)売上高 １兆円以上 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社以上 50 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

当社は相互会社であるため、当指針はありません。 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

――― 

 

  

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/konwakai/
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Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査等委員会設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 25 名 

定款上の取締役（監査等委員である者を除く。）の任期 １年 

取締役会の議長 会長 

取締役の人数 16 名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 ７名 

独立社外取締役に指定されている人数 ７名 

  

会社との関係(１)  

氏名 属性 会社との関係(※) 

a b c d e f g h i j k 

牛島 信 弁護士            

三浦 惺 他の会社の出身者            

冨田 哲郎 他の会社の出身者            

濱田 純一 学者            

但木 敬一 弁護士            

佐藤 良二 公認会計士            

飯島 奈絵 弁護士            

※ 会社との関係についての選択項目 

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」 

a.当社又はその子会社の業務執行者 

b.当社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役【相互会社のため対象外】 

c.当社の兄弟会社の業務執行者【相互会社のため対象外】 

d.当社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

e.当社の主要な取引先又はその業務執行者 

f.当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

g.当社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）【相互会社のため対象外】 

h.当社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）【軽微なものを除く】 

i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

j.当社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）【軽微なものを除く】 

k.その他 

 

 

 

更新 
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会社との関係(２)  

氏名 独立 

社外 

取締役 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

牛島 信 ○ 同氏は、【独立社外取締役関係】 

に記載の「社外取締役の独立性判

断基準」を満たしています。 

法曹としての幅広い経験および見

識に基づく、客観的な視点からの

経営に対する監督や助言等を行っ

ていただくことを期待し、社外取

締役に選任しています。さらに、

「社外取締役の独立性判断基準」

に基づき、一般保険契約者と利益

相反が生じるおそれがないと判断

されることから、独立社外取締役

としています。 

三浦 惺 ○ 同氏は、【独立社外取締役関係】 

に記載の「社外取締役の独立性判

断基準」を満たしています。 

企業経営者としての幅広い経験お

よび見識に基づく、客観的な視点

からの経営に対する監督や助言等

を行っていただくことを期待し、

社外取締役に選任しています。さ

らに、「社外取締役の独立性判断基

準」に基づき、一般保険契約者と

利益相反が生じるおそれがないと

判断されることから、独立社外取

締役としています。 

冨田 哲郎 ○ 同氏は、【独立社外取締役関係】 

に記載の「社外取締役の独立性判

断基準」を満たしています。 

企業経営者としての幅広い経験お

よび見識に基づく、客観的な視点

からの経営に対する監督や助言等

を行っていただくことを期待し、

社外取締役に選任しています。さ

らに、「社外取締役の独立性判断基

準」に基づき、一般保険契約者と

利益相反が生じるおそれがないと

判断されることから、独立社外取

締役としています。 

濱田 純一 ○ 同氏は、【独立社外取締役関係】 

に記載の「社外取締役の独立性判

断基準」を満たしています。 

学識経験者としての幅広い経験お

よび見識に基づく、客観的な視点

からの経営に対する監督や助言等

を行っていただくことを期待し、
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氏名 独立 

社外 

取締役 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

社外取締役に選任しています。さ

らに、「社外取締役の独立性判断基

準」に基づき、一般保険契約者と

利益相反が生じるおそれがないと

判断されることから、独立社外取

締役としています。 

但木 敬一 ○ 同氏は、【独立社外取締役関係】 

に記載の「社外取締役の独立性判

断基準」を満たしています。 

法曹としての幅広い経験および見

識に基づく、客観的な視点からの

経営に対する監督や助言、監査等

を行っていただくことを期待し、

監査等委員である社外取締役に選

任しています。さらに、「社外取締

役の独立性判断基準」に基づき、

一般保険契約者と利益相反が生じ

るおそれがないと判断されること

から、独立社外取締役としていま

す。 

佐藤 良二 ○ 同氏は、【独立社外取締役関係】 

に記載の「社外取締役の独立性判

断基準」を満たしています。 

公認会計士としての幅広い経験お

よび見識に基づく、客観的な視点

からの経営に対する監督や助言、

監査等を行っていただくことを期

待し、監査等委員である社外取締

役に選任しています。さらに、「社

外取締役の独立性判断基準」に基

づき、一般保険契約者と利益相反

が生じるおそれがないと判断され

ることから、独立社外取締役とし

ています。 

飯島 奈絵 ○ 同氏は、【独立社外取締役関係】 

に記載の「社外取締役の独立性判

断基準」を満たしています。 

弁護士としての幅広い経験および

見識に基づく、客観的な視点から

の経営に対する監督や助言、監査

等を行っていただくことを期待

し、監査等委員である社外取締役

に選任しています。さらに、「社外

取締役の独立性判断基準」に基づ
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氏名 独立 

社外 

取締役 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

き、一般保険契約者と利益相反が

生じるおそれがないと判断される

ことから、独立社外取締役として

います。 

 

【監査等委員会】  

委員構成及び議長の属性 

 全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

委員長 

(議長) 

監査等委員会 ４ １ １ ３ 社内取締役 

 

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の有無 あり 
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当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項 

当社は、監査等委員会の職務全般を補助する「監査等特命役員」を選任しているほか、監査等委員

会の職務を補助する組織として「監査等委員会室」を設置しています。監査等特命役員および監査

等委員会室に配置された者は、監査等委員会補助職務に関して監査等委員会の指示にしたがうこと

とし、その人事・処遇については、監査等委員会または監査等委員会が規程により定めた監査等委

員の同意を得た上で行う等、業務執行取締役からの独立性を確保しています。 

 

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

・監査等委員会は、会計監査人から、監査計画、監査実施状況、監査結果等（監査上の主要な検討

事項を含む。）に関して定期的に報告を受け、必要に応じて意見交換を行う等、適正な会計監査

の実施に努めています。 

・監査等委員会は、内部監査計画および内部監査部門長（内部監査を担当する組織の部長）の人事

について同意権を有するほか、内部監査部門から内部監査の実施状況・結果等についても定期的

かつ必要に応じて報告を受け、必要に応じて説明または調査を指示する等、相互に連携すること

で、監査等委員会監査および内部監査の実効性向上に努めています。 

・内部監査部門は、会計監査人と監査計画、監査実施状況、監査結果等について定期的に意見交換

を行うことで、内部監査の実効性向上に努めています。 

・監査等委員会、会計監査人、内部監査部門は、定期的に、三者が一堂に会する三様監査意見交換

会を開催し、それぞれの監査が効率的かつ適切に実施されるよう、情報・意見交換を行うこと

で、密接な連携を図っています。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委員会の有無 あり 

 

任意の委員会の設置状況、委員構成及び委員長（議長）の属性 

指名委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬諮問委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社外有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

６ ０ ２ ４ ０ ０ 社外取締役 

 

報酬委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬諮問委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社外有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

６ ０ ２ ４ ０ ０ 社外取締役 
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補足説明 

・指名・報酬諮問委員会は、委員長および委員の過半数を独立社外取締役（監査等委員である者を

除く。）とし、取締役会の諮問機関として、取締役および執行役員等の選解任等ならびに取締役

（監査等委員である者を除く。）および執行役員等の報酬等に関する事項について審議し、その

結果を取締役会に答申します。 

（委員） 

・牛島 信（委員長） 

・三浦 惺 

・冨田 哲郎 

・濱田 純一 

・清水 博 

・朝日 智司 

 

（開催頻度） 

・１年間に約５回開催 

（主な審議事項） 

・取締役および執行役員等の選解任等（社長の選定を含む。） 

・取締役（監査等委員である者を除く。）および執行役員等の報酬制度の設計・報酬額の決

定に関する事項 等 

  

【独立社外取締役関係】 

独立社外取締役の人数 ７名 

その他独立社外取締役に関する事項 

独立社外取締役は、当社の定める「社外取締役の独立性判断基準」に基づき判断しています。な

お、「社外取締役の独立性判断基準」は当社ホームページにて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策

の実施状況 

その他 

該当項目に関する補足説明 

・取締役の報酬等は、固定報酬である「月例報酬」と、業績連動報酬である「賞与」「業績連動退

任時報酬」で構成しています。 

・取締役の報酬等の額に対する固定報酬と業績連動報酬の割合に関し、生命保険会社としてお客様

に対する長期にわたる保障責任を全うし、経営の安定性を高める観点から、過半を固定報酬とし

ています。また、業績連動報酬については、経営環境や業績等を共有する観点から、全取締役に

支給することとしており、総報酬に占める業績連動報酬の割合は、社内取締役が 40%程度､社外

取締役が 10%程度としています｡ 

・業績連動報酬の水準の決定に当たっては、保障責任の全うや安定配当等を目指す生命保険事業の

長期性、過度なリスクテイクを抑止する観点等から、前年度の基礎利益を基礎としつつ、経営環

境・業績等を総合的に勘案して決定することとしています。 

更新 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
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ストックオプションの付与対象者 ――― 

該当項目に関する補足説明 

当社は相互会社であるため、ストックオプションはありません。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 一部のものだけ個別開示 

該当項目に関する補足説明 

当社は、取締役の報酬等の総額を事業報告書に記載し、事業報告書は総代会議案書に掲載して開示

しています。なお、総代会議案書は当社ホームページにも登載しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

また、取締役の報酬等の総額が１億円以上である者をディスクロージャー資料において個別に開示

しており、ディスクロージャー資料は当社ホームページに登載しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/disclosure.html 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

当社は、取締役の報酬等を決定するに当たっての方針の概要について、「コーポレートガバナンス

基本方針」および事業報告書に記載しており、事業報告書は総代会議案書に掲載して開示していま

す。なお、「コーポレートガバナンス基本方針」および総代会議案書は当社ホームページにも登載

しています。 

（コーポレートガバナンス基本方針） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

（総代会議案書） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/  

 

  

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/disclosure.html
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
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【社外取締役のサポート体制】 

 当社は、社外取締役に対する支援体制について、「コーポレートガバナンス基本方針」にて開示し

ています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

 当社は、取締役がその任務を実効的に果たすことを確保するため、取締役会、監査等委員会およ

びその他の会議体に対し必要な事項を適時・適切に付議するとともに、各組織の判断に基づきま

たは取締役の求めに応じて、取締役に対し必要な情報の提供を行っています。 

 当社は、社外取締役の当社経営に関する理解を深めるため、社外取締役に対する取締役会付議案

件の事前説明および監査等委員である社外取締役に対する監査等委員会付議案件の事前説明を行

っています。また、取締役会には付議されないものの社外取締役に説明を行うべきと考えられる

重要案件についても、適宜、社外取締役に対する説明を行っています。 

 当社は、社外取締役に対する情報の提供を円滑に行うため、社外取締役（監査等委員である者を

除く。）については秘書部および総合企画部が、監査等委員である社外取締役については監査等委

員会室が、それぞれ必要な環境の整備に当たっています。 

 

【代表取締役社長等を退任した者の状況】 

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等  

氏名 役職・地位 業務内容 勤務形態・条件 

（常勤・非常勤、 

報酬有無等） 

社長等退任日 任期 

岡本 圀衞 相談役 顧客等との関係維持・拡大

に向けた活動、財界・業界

団体等での活動、およびこ

れらの活動に関する助言 

常勤、報酬有 2011 年３月 31日 2025年

７月 

 元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数  

 

  

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 １名 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
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２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制

の概要)  

（取締役・取締役会） 

・取締役会は、法令および定款その他の当社の定める規程に基づき、主に、経営の基本方針の決

定、内部統制システムの基本方針の決定およびその構築・運用の監視、取締役および執行役員の

職務の執行の監督、コーポレートガバナンス体制の整備ならびに代表取締役の選定および解職等

の任務を遂行します。 

・取締役会は、迅速かつ果断な業務執行を実現するため、法令および定款の定めに基づき、重要な

業務執行の決定を取締役に委任します。 

・取締役は、総代からの信任に応えるべく、その職務の執行について当社に対する善管注意義務お

よび忠実義務があることを認識し、取締役会の議案に対して十分に検討するとともに、必要に応

じて説明の要請や意見表明を行う等積極的に議論に参加し、もって取締役会の任務の遂行に参画

します。 

・取締役会は、原則として月１回以上開催します。なお、社外取締役の取締役会への出席状況につ

いては、ディスクロージャー資料および事業報告書に記載し、事業報告書は総代会議案書に掲載

して開示しています。なお、ディスクロージャー資料および総代会議案書は当社ホームページに

も登載しています。 

（ディスクロージャー資料） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/disclosure.html 

（総代会議案書） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

 

（監査等委員会） 

・監査等委員会は、能動的な調査権限の行使、内部統制システムの利用および取締役（監査等委員

である者を除く。）の選解任・報酬等に関する意見陳述権の行使等を通じ、取締役会から独立し

た機関として取締役の職務の執行の監査および監督を行っています。 

・監査等委員会は、原則として月１回開催します。なお、監査等委員である社外取締役の監査等委

員会への出席状況については、ディスクロージャー資料および事業報告書に記載し、事業報告書

は総代会議案書に掲載して開示しています。ディスクロージャー資料および総代会議案書は当社

ホームページにも登載しています。 

（ディスクロージャー資料） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/disclosure.html 

（総代会議案書） 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

 

 

 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/disclosure.html
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/disclosure.html
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
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（内部監査の状況） 

・「内部監査基本方針」を定め、内部監査部門として他の執行部門から独立した監査部を設置して

います。監査部は、監査対象組織から独立した担当執行役員の指揮のもと、定期的な内部監査を

行っています。監査結果については、経営会議、取締役会、監査等委員会および関連する委員会

に報告しています。 

 

（会計監査の状況） 

・当社の会計監査人の状況については、事業報告書に記載しており、事業報告書は総代会議案書に

掲載して開示しています。なお、総代会議案書は当社ホームページにも登載しています。 

 https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

 

（責任限定契約） 

・当社は、社外取締役と責任限定契約を締結しています。その概要については、事業報告書に記載

しており、事業報告書は総代会議案書に掲載して開示しています。なお、総代会議案書は当社ホ

ームページにも登載しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

・当社は、取締役会における監督機能と執行機能の協働体制の構築、迅速かつ果断な業務執行体制

の構築および取締役会から独立した監査等委員会による監査・監督体制の構築の観点から、監査

等委員会設置会社を選択しています。 

・当社は、取締役および執行役員等の選解任・報酬等に関する透明性および客観的な視点からの牽

制を確保するため、指名・報酬諮問委員会を設置しています。 

・当社は、社外取締役の幅広い経験および見識を経営へ活用するため、経営に関する重要事項等に

ついて審議する社外取締役会議を設置しています。 

・当社は、迅速かつ果断な業務執行を実現するため、業務執行を執行役員が担う執行役員制度を採

用しています。 

  

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
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Ⅲ．社員その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．総代会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

 補足説明 

総代会招集通知の

早期発送 

当社は、原則として総代会の開催日の４週間以上前に招集通知を発送してい

ます。あわせて、当社ホームページにも登載しています。 

総代会招集通知の

電子化 

当社は、2024 年度以降の総代会の招集通知の送付について、従来の紙での送

付を基本としつつ、個別の承諾をいただいた総代に対しては、メールによる

送付等の電磁的な方法により実施しています。 

集中日を回避した

総代会の設定 

当社の総代会は、株主総会の集中日を避けて開催しています。なお、総代会

の日程は当社ホームページにも登載しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/ 

電磁的方法による

議決権の行使 

当社は、総代に社員の代表として総代会に出席いただいたうえ、重要事項を

審議いただくことが重要であると考えており、実際の総代会においても高い

出席率を確保していることから、議決権の電子行使は採用していません。 

招集通知（要約）

の英文での提供 

総代となり得る社員の構成に鑑み、招集通知の英訳は行っていません。 

その他 当社は、総代懇談会およびニッセイ懇話会を毎年開催し、総代懇談会では総

代との幅広い対話を、ニッセイ懇話会では広く全国各地のご契約者との対話

を行うことで、総代会、総代懇談会およびニッセイ懇話会の相互の連動性を

高め、総代会の活性化等に努めています。 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リ シ ー の 作

成・公表 

当社は、情報開示に関する方針について、「コーポレートガ

バナンス基本方針」にて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

－ 

社員向けに定期的

説明会を開催 

当社は、総代懇談会およびニッセイ懇話会を毎年開催し、

総代懇談会にて総代への上半期業績や経営課題への対応の

ご報告を、ニッセイ懇話会にて広く全国各地のご契約者へ

の当社の事業活動のご説明を行っています。 

あり 

 

アナリスト・機関

投資家向けに定期

的説明会を実施 

当社は、アナリストや機関投資家等を対象とした決算説明

会を年２回開催しています。 

なし 

 

海外投資家向けに

定期的説明会を開

催 

当社は、海外投資家等を対象とした個別 IR 等を随時開催し

ています。 

なし 

 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/sogo/sodaikai/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01
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IR 資料のホームペ

ージ掲載 

当社は、ディスクロージャー資料、決算情報、決算説明会

資料等を当社ホームページにて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/ 

－ 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

総代懇談会およびニッセイ懇話会は企画総務部が、アナリ

ストや機関投資家等を対象とした説明会等は総合企画部

が、ディスクロージャー資料等の当社ホームページでの開

示はサステナビリティ経営推進部が担当しています。 

－ 

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社は、「経営基本理念」や社内規程において、ステークホルダーの立場の尊重

について定めています。 

環境保全活動、

CSR 活動等の実

施 

・当社は、「環境憲章」を制定しており、事業活動のあらゆる分野において環境

に配慮した行動に努め、節電・省資源取組等を推進しています。 

・環境保全活動を含むCSR活動等の具体的な取組内容は、当社ホームページおよ

びディスクロージャー資料にて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/ 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

当社は、情報開示に関する方針について、「コーポレートガバナンス基本方針」

にて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01 

 

その他 当社は、お客様、従業員および地域社会等のステークホルダーとの協働に関する

取組について、当社ホームページおよびディスクロージャー資料にて開示してい

ます。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/ 

 

  

https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gyoseki/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/#anc01

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/
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Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

・当社は、業務の適正を確保するための体制について、「内部統制システムの基本方針」を策定し

ており、当社ホームページにて開示しています。 

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/hoshin.html 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

・当社は、「内部統制システムの基本方針」に基づき、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社

会的勢力とは、他社（信販会社等）との提携によって融資取引等を実施する場合も含め、一切の

関係遮断に取り組むこととしています。 

・その実現に向けた社内体制の整備として、反社会的勢力への対応策の審議を任務とする委員会を

設置しており、一般社団法人生命保険協会や警察をはじめとする外部組織との連携、暴力団等の

反社会的勢力に関わる対策の協議および社内啓発の推進等を行っています。また、コンプライア

ンス統括部を反社会的勢力対応組織として位置づけ、不当要求等の事案が発生した際には、速や

かにコンプライアンス統括部へ報告する体制とする等、反社会的勢力による被害を防止するため

の一元的な管理体制を構築しています。 

  

https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/governance/hoshin.html
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Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

当社は相互会社であるため、買収防衛策はありません。 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

（総代） 

・定款の定めにより、総代の任期は４年（重任限度は通算８年）、定数は現在 200 名とされていま

す。総代は、社員を代表し、多様な視点から経営のチェックを行うため、全国各地より、職業・

年齢等の面で幅広く選出されています。また、総代は、実際に総代会へ出席し、実質的な審議を

行うことが求められています。 

 

（総代会） 

・総代会は、社員総会に代わるべき機関として設置され、社員の中から選出された総代により構成

されます。これは、株式会社における株主総会に相当する位置付けにあり、経営に関する重要事

項（定款の変更、剰余金の処分、取締役の選任等）の審議と決議を行います。 

 

（総代候補者選考委員会） 

・当社は、総代の選出にあたり、総代候補者選考委員会が総代候補者を推薦し、その候補者に対し

て社員の意思を直接反映できるよう、全社員による社員投票を実施する方式を採用しています。

総代候補者選考委員会は、社員の中から総代会で選任された選考委員で構成され、総代候補者の

選考基準を定め、社員の幅広い層から候補者を選考します。総代候補者選考委員会は、会社から

の独立性を確保し、候補者選考過程における公正の確保、透明性の向上に努めています。 

 

（評議員会） 

・当社は、経営の適正を期するための経営諮問機関として、評議員会を置いています。評議員は、

社員または学識経験者の中から総代会で選任され、諮問を受けた事項または経営上の重要事項に

ついて意見を述べるほか、社員からいただいた会社経営に関するご意見を審議します。これらの

結果は、総代会の場で報告しています。 
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【模式図(参考資料)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【適時開示体制の概要】 

当社は、社内規程に基づき、適時開示に相当するものとして開示の対象とする可能性のある情報に

ついて、各組織が広報部に連絡し、広報部が開示の要否および内容を決定する体制を整備していま

す。当該体制の整備・運用状況については、内部監査部門がモニタリングしており、必要に応じて

その状況等を取締役会に報告することとしています。 

 

 

 

 

以上 


